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１ 計画策定の背景  

近年、地域における人口減少、核家族化による高齢者のみ世帯の増加等の社会情勢

の変化や既存建築物の老朽化、需要と供給のミスマッチ等により、居住・使用がなさ

れない空家等が年々増加しています。全国的にも、地域住民の生活環境における防災、

衛生、景観上の問題などが顕著化してきています。 

平成26年11月に公布、平成27年５月に施行された「空家等対策の推進に関する特別

措置法（以下「法」という。）」により、国においては、本格的な空家等対策に取り組

むこととし、市町村では、空家等対策計画の策定と対策の実施などを推進することと

なりました。 

本市においても、維持管理が適切に行われず長期間放置された管理不適切な空家等

は、老朽化や積雪による倒壊のおそれ、火災の危険性などの問題により地域住民の生

活に悪影響を及ぼしています。このため、平成29年４月に空家等の管理に関する専門

部署を設置し、さらに令和元年12月に「十日町市空家等の適切な管理に関する条例（以

下「条例」という。）」を制定し、管理不適切な空家等への対応に取り組んでいます。 

本市の現状に即した効果的かつ効率的で実現性のある空家等対策を計画・実現する

ため、令和２年７月に「十日町市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）」を設

置し、関連団体や有識者の委員による専門的な知見と空家等の実態調査等のデータに

基づく検討・協議を重ね、このたび「十日町市空家等対策計画（以下「本計画」とい

う。）」を策定しました。 

 

  

 第１章 計画の概要  



- 2 - 

 

２ 計画の位置づけ  

本計画は、法第７条の規定による空家等対策計画であり、国の空家等に関する施策

を総合的かつ計画的に実現するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）に

沿った計画とします。 

また、平成28年に策定された「第二次十日町市総合計画」を上位計画としながら、

「第２期十日町市まち・ひと・しごと創生総合戦略」などの関連個別計画と連携を図

り、空家等対策を総合的かつ計画的に実現するための基本的な方針、対策の方向性な

どを示す計画として位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第二次十日町市総合計画 

十日町市まちづくり基本条例 

十日町市空家等の適切な 

管理に関する条例 
第２期十日町市 

まち・ひと・しごと 

創生総合戦略 

個別計画 

個別計画 

個別計画 

空家等に関する施策 

を総合的かつ計画的 

に実施するための 

基本的な指針 

国 十日町市 

空家等対策の推進に関する

特別措置法 

十日町市空家等対策計画 

＜関連計画＞ 

・・・ など 
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１ 計画の目的  

本計画は、空家等の適切な管理を促進し、市民等の生命、身体又は財産を保護する

とともに、その生活環境の保全を図ることを目指します。あわせて空家等の健全な活

用を促進し、空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な方針、

対策の方向性などを示して公共の福祉の増進と地域の振興に寄与すること目指しま

す。 

 

２ 計画の対象  

  本計画の対象は、法第２条第１項に規定する「空家等」を対象とします。（参照：下

記の４．計画における用語の定義） 

  なお、対象においては、将来的に適切に管理されない空家等になることを予防する

観点から、現在使用中の建築物等も対象とします。 

 

３ 計画の対象区域  

  本計画は、十日町市全域を対象区域とします。 

 

４ 計画における用語の定義  

  本計画における用語の定義は、以下のとおりとします。 

  ◇空家等（法第２条第１項） 

   建築物又はこれに付随する工作物であって居住その他の使用がなされていな

いことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）

をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 第２章 計画の基本的事項  

空家等（法第２条第 1項） 

 

居住その他の使用がなされていないことが常態 

住宅など全ての建築物 附属工作物（看板、塀等） 

敷地（立木等の定着物含む） 

＋ 

＋ 
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  ◇特定空家等（法第２条第２項） 

   そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態、又は著

しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことによ

り著しく景観を損なっている状態、その他周辺の生活環境の保全を図るために放

置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

 

  ◇管理不全空家等（法第13条第１項） 

適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該

当することとなるおそれのある状態にあると認められる空家等をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◇所有者等（法第５条） 

    空家等の所有者又は管理者をいう。 

 

５ 計画の期間  

  本計画の計画期間は、第二次十日町市総合計画（後期基本計画）に連動させるため、

令和３年（2021年）度から令和７年（2025年）度までの５年間とします。 

なお、社会経済情勢の変化や実施した施策の効果、関連計画の更新などに伴い、見

直しを行います。  

空家等（法第２条第 1項） 

 

特定空家等（法第２条第２項） 

空家等の状態 

倒壊等著しく保安上危険 著しく衛生上有害 

著しく景観を損なっている 
その他周辺の生活環境の保全を 

図るために放置することが不適切 

 

適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該当す

ることとなるおそれのあると認められる状態 

管理不全空家等（法第 13条第 1項） 
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１ 空家等の現状  

（１）人口と高齢化率、世帯数等の推移 

国勢調査による平成27年の本市の人口は54,917人、そのうち65歳以上の人口は

19,725人で、高齢化率は36.0％となっています。 

また、平成27年の世帯数は18,553世帯ですが、高齢化率の上昇に伴い、65歳以上の

単身世帯割合も増加しています。 

人口や高齢化率、世帯数等は、空家等の件数の変化に大きな影響を及ぼすことから、

今後もその推移を的確に把握し、これを踏まえた空家等対策の検討を進める必要があ

ります。 

 

図表１ 十日町市の人口と高齢化率 

（資料）総務省「国勢調査」 

 

図表２ 十日町市の単身高齢者世帯数 

（資料）総務省「国勢調査」 

 

 

 

 

  

調査年 
人口 65歳以上人口 高齢化率 

（A） （B) （B)/（A) 

H22 58,911人  18,937人  32.1%  

H27 54,917人  19,725人  36.0%  

調査年 
世帯数 65歳以上単身世帯数 65歳以上単身世帯割合 

（C） （D) （D)/（C) 

H22 18,941世帯  1,551世帯  8.2%  

H27 18,553世帯  1,968世帯  10.6%  

 第３章 空家等の現状と課題 
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（２）十日町市の空家等の実態調査による空家等の状況 

 平成30年の国（総務省）の住宅・土地統計調査によると、本市の推定空家数は2,340 

戸で、住宅総数20,860戸に占める割合（空家率）は11.2％であり、前回の調査時の 

空家率7.9％よりも上昇しました。 

 このような国の調査結果を踏まえ、本計画の策定にあたり、市内の空家等の所在や 

状況等をより詳細に把握するため、令和元年度に空家等の実態調査を実施しました。 

その結果、市全体で空家の数は810戸となりました。 

また、空家数が住宅数に占める割合（空家率）では、松代地域が9.0％、川西地域が

6.4％で比較的に高い値ですが、市内全体では4.7％となっています。 

 町内ごとの調査票に記載された内容と空家の外観目視による判断では、空家数810

戸のうち管理不適切な空家は191戸で、空家数の約23％を占めています。 

（参照：図表4「十日町市の地域別の空家数と管理別内訳」 赤枠が管理不適切な空

家） 

今後はこの管理不適切な空家191戸に注視し、増やさないための取組が重要です。 

 今回と同様の調査を定期的に実施することにより、市内における空家等の戸数やそ

の内容を把握し、空家等対策の具体的な施策の展開に活用します。 

（参照：資料編 ○十日町市空家等の実態調査の実施内容） 
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図表３ 十日町市の地域・地区別の空家数と空家率 

 

地域・地区 行政区数 空家有町内数 報告空家数（戸） 住宅数（戸） 空家率 

十日町地域 271 174 419 11,109 3.8% 

十日町  71 40 94 2,574 3.7% 

中 条  53 38 107 2,768 3.9% 

川 治  60 40 79 2,323 3.4% 

吉 田  17 10 26 840 3.1% 

下 条  27 18 38 1,002 3.8% 

水 沢  43 28 75 1,602 4.7% 

川西地域 49 33 134 2,104 6.4% 

中里地域 42 25 85 1,611 5.3% 

松代地域 36 27 130 1,439 9.0% 

松之山地域 35 13 42 949 4.4% 

計 433 272 810 17,212 4.7% 

 

 

 

 

 

 

 

  

(令和２年４月現在) 
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図表４ 十日町市の地域別の空家数と管理別内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

51戸(60%)

12戸(14%)

22戸( 26%)

中里地域 空家数:85戸

市全体の空家数:810戸

237戸(57%)

118戸( 28%)

64戸( 15%)

十日町地域 空家数:419戸

73戸(55%)

14戸( 10%)

47戸(35%)

川西地域 空家数:134戸 

78戸( 60%)

7戸( 5%)

45戸( 35%)

松代地域 空家数:130戸

28戸( 67%)

1戸 2%

13戸( 31%)

松之山地域 空家数:42戸

管理良好 

管理有 

管理不適切 
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（３）代執行及び緊急安全措置の実施状況 

  平成27年５月の法の施行後、本市が特定空家等と判定したものは合計８件です。特

定空家等の判定後は法に基づき様々な手続きを必要とし、所有者等と交渉を継続しま

す。 

  また、突発的な事故等によって応急的な対応が必要な場合には、条例を根拠としな

がら緊急安全措置等を行います。 

 現在までに実施した代執行及び緊急安全措置等については、以下のとおりです。 

 

●行政代執行※１（建物全体除却）：２件（松之山、水沢） 

●略式代執行※２（建物全体除却）：１件（新座） 

●緊急安全措置※３（部分的除去）：２件（松代、新座） 

 

  行政代執行の２件については、不動産（土地）の差押による公売や法定相続人の負  

担等によって代執行費用の一部を回収しましたが、略式代執行については、当該建物 

の所有法人が解散済のため、費用の請求先が存在しない状況です。 

また、緊急安全措置については、市民等の安全確保に必要な範囲における外壁や屋 

根材の除去を行いましたが、いずれも所有法人が解散済の建物であり、土地所有者が 

異なるために費用の回収は困難な状況です。 

 今後も慎重な対応を進める中でも、代執行による建物全体の除却を実施する場合に

は、国庫補助事業の活用も含め、あらゆる手段を取り入れながら、事業の実施を進め

る必要があります。 

 

  ※１ 「行政代執行」 空家等の所有者等が建物除却等の命令に従わない場合に、

市が代わってその措置を実施し、所有者等から費用を徴収すること。 

  ※２ 「略式代執行」 空家等の所有者等を確知することができない場合に、市が

代わってその措置を実施すること。 

※３ 「緊急安全措置」 空家等の状態に起因して、人の生命、身体又は財産に危

害が及ぶことを回避するため緊急の必要があると認める場合に、これを回避す

るために必要最小限度の措置を講ずること。 
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図表５ 代執行と緊急安全措置の一覧 

 行政代執行① 行政代執行② 略式代執行① 緊急安全措置① 緊急安全措置② 

箇 所 松之山 水沢 新座 松代 新座 

年 度 Ｈ29 Ｈ29 Ｈ29 Ｒ２ Ｒ２ 

概 要 住宅除却 住宅除却 旅館除却 屋根材等除去 外壁等除去 

根 拠 空家特措法 空家特措法 空家特措法 空家管理条例 空家管理条例 

費 用 約270万円 約172万円 約1,040万円 約100万円 約1,210万円 

回 収 約181万円 約64万円 - - - 

特 記 
土地差押公売 

相続財産管理人 

法定相続人 

土地所有別 

解散法人 

土地所有別 

解散法人 

土地所有別 

解散法人 

土地所有別 

 

行政代執行① 実施前 行政代執行① 実施後 

 

 

 

 

 

 

 

 

略式代執行① 実施前 略式代執行① 実施後 
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２ 空家等における課題  

 空家等対策の課題としては、主に以下のようなことが挙げられます。 

 

（１）空家等の管理不適切 

人口減少・高齢化・核家族化を背景にして全国的に空家等が増えています。 

空家等の中で適切に管理がされない空家等が増えていることが大きな課題です。 

空家等が管理不適切となる原因としては以下のようなことが挙げられます。 

●所有者等の高齢などの理由で空家等を維持管理する体力や費用の捻出が困難 

●単身高齢者世帯の施設への入所等により所有者等が不在 

●降雪地域の居住経験の少ない所有者等の除雪等適切管理の認識不足 

 

管理がされない空家等は損傷が進み、最終的には倒壊など大きな事故となるおそれ

があるため、予防策を含めた空家等の適切な管理をさらに促進することが必要です。 

 

（２）空家等の流動化不足 

賃貸や売買を含め空家等の利活用を生む流動化は進んでいません。 

 空家等の流動化が進まない原因としては以下のようなことが挙げられます。 

 ●所有者等への空家等の管理や利活用、処分についての情報発信の不足 

 ●所有者等の空家等の管理や利活用、処分についての認識の不足 

 ●所有者等による相続登記の未実施 
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１ 所有者管理の原則と行政対応  

 法第５条で「空家等の所有者又は管理者は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさない

よう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する空家等

に関する施策に協力するよう努めなければならない」と規定されています。 

この所有者管理の原則により進めても、空家等の所有者等が管理責任を全うしない

場合は、行政関与の判断を慎重に行ったうえで、私有財産である空家等に対して、法

に基づく代執行や条例に基づく緊急安全措置など適切な対応を進めます。 

 

２ 適切な管理と利活用の促進  

 管理不適切のまま放置される空家等の発生を防止し、また空家等の利活用を促進す

るため、所有者等への意識啓発や情報提供を行い、適切管理や利活用を促します。 

利用可能な空家等については、所有者等の意向を踏まえたうえで、集落や関係団体

と連携を図りながら、空家等の情報発信や、移住者等による利用に向けた支援を行い

ます。 

 

３ 管理不全空家等への対応  

 空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等

に該当することとなるおそれがある状態であると判断した場合には、法や条例に基づ

き、所有者等に対して必要な以下の措置を講じます。 

 ●法に基づく措置 

所有者等に対して指導、勧告を段階的に実施 

 ●条例に基づく措置 

緊急安全措置の実施 

 

４ 悪影響を及ぼす特定空家等への対応  

 空家等が市民の生命、身体又は財産に危害を及ぼすおそれがあると判断した場合に

は、法や条例に基づき、空家等の所有者等に対して必要な以下の措置を講じます。 

 ●法に基づく措置 

所有者等に対して指導・助言、勧告、命令、代執行を段階的に実施 

 ●条例に基づく措置 

緊急安全措置の実施  

 第４章 空家等対策の基本方針 
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空家等の発生による地域的・社会的な問題には様々な側面があり、それらを解消して

いくには、空家等の状況に応じた対策を取る必要があります。当市における空家等の現

状と課題、対策の基本方針を踏まえ、空家等の対策は、段階的に「管理不適切の予防」、

「利活用・流動の促進」、「管理不適切への対応」の大きく３つに分類しました。 

 これらに対応する施策を組み合わせ、今後の総合的な空家等対策を推進していきます。 

 

図表６ 十日町市の空家等対策の３分類とその概要 

  

 

１ 管理不適切の予防 ２ 利活用・流動の促進 ３ 管理不適切への対応 

居住・使用中の住宅 

      

空 

家 

等 

適切に管理 

      

適
切
に
管
理
さ
れ
て
い
な
い 

初期段階 

（草木除雪等） 

      

中後期段階 

（建物破損等） 

    
 

 第５章 空家等対策の具体的な取組 

◎情報提供と意識啓発 

 ・所有者の管理責任 

 ・相続登記の義務  

◎適切な管理の促進 

 ・空家等の実態の把握 

 ・所有者等の特定 

◎空家等の利活用 

・空き家バンク事業の

利用促進 

・民間団体や集落・地

区との連携 

・移住・定住の増に向

けた空家の利用促進 

◎問題解消の支援 

◎冬期管理への対応 

◎空家等の利活用 

◎民法の特例による財産管理

制度の活用 

◎条例に基づく緊急安全措置 

◎法に基づく管理不全空家等

の認定と措置 

◎法に基づく特定空家等の認

定と措置 
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１ 管理不適切の予防  

（１）情報提供と意識啓発 

①所有者の管理責任 

  空家等は、所有者等が適切に維持管理すべきものですが、管理不適切に陥り、放

置することで屋根脱落、外壁落下等の物理的な危険や不衛生、不良な景観、草木の

越境等により、近隣や地域全体に悪影響を与えることになります。 

 所有者等の管理責任に関すること、また、空家等になるとどのようなことが問題

となるのか、周辺の生活環境にどのような影響を与えるのかなどについて、市のホ

ームページや市報、その他様々な機会に情報を提供することで市民の理解を深め、

管理不適切な空家等の発生の抑制を図ります。 

 そして、空家等の所有者等に対し、空家等の適切な管理についての依頼文書を発

送するとともに、相談窓口、各種支援制度、イベント等に関するパンフレットの配

置等により意識啓発を図ります。 

②相続登記の義務  

適切に管理されず、放置されたままの空家等の中には、相続登記がされていない

土地・家屋も少なくありません。 

固定資産税の納税通知書の発送時、死亡届の受領時などに相続登記に関する情報

提供や専門家団体による相談会・セミナー等の案内をすることで、土地・家屋の権

利関係の整理や相続登記の義務について周知を図ります。 

 

（２）適切な管理の促進 

①空家等の実態の把握 

空家等の適切な管理を促進するには、市内の空家等の所在や状況などの実態を具

体的に把握することが必要です。 

市では、令和元年度に市政事務協力員や町内会の協力を得ながら、市内全域の空

家等の実態調査を実施しました。この調査で報告のあった空家等については、その

所在地及び管理状況等を確認し、既存の空家台帳とも整合性を図ったうえで、関係

部局と情報を共有するためにデータベース化を進めます。 

また、定期的な実態調査を行うとともに、データの更新を実施し、空家等の実態

の把握に努めます。 
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②所有者等の特定 

個別の空家等対策は所有者等を特定することから始まります。 

空家等の所有者又は相続人等が不明な場合、法第10条第３項の規定に基づき、関

係する地方公共団体の長、空家等に工作物を設置している者等に対して、空家等の

所有者等に関し必要な情報（戸籍、住民票、固定資産税、契約情報等）の提供を求

め、所有者等の把握に努めます。 

 

２ 利活用・流動の促進  

（１）空家等の利活用 

①「空き家バンク制度」の活用促進 

市では、不動産仲介事業者の協力のもと、賃貸や売却等の空家情報を、空家利用

希望者に紹介するため、「空き家バンク制度」に取組んでいます。 

「空き家バンク制度」は、空き家の売却又は賃貸等を希望する所有者等から申込

みを受けた情報を、本市への定住等を目的として空き家の利用を希望する者に対し

紹介する制度です。 

今後、地方回帰の流れを捉えた市の移住・定住の施策を受けて、空き家バンク制

度の利用希望者の増が見込まれることから、引き続き、関係団体や地域との連携を

保ちながら、空き家の譲渡や賃貸、活用等による空き家等の流動化を促すための積

極的な情報提供と適切な相談対応に努めます。 

 

図表７ 空き家バンクの利用状況 

※令和２年10月現在 

区分 
登録件数 成約件数 

売買 賃貸 合計 売買 賃貸 合計 

H27 5 0 5 2 0 2 

H28 15 2 17 12 0 12 

H29 11 3 14 5 3 8 

H30 12 3 15 5 4 9 

R1 11 1 12 9 1 10 

R2 6 0 4 4 0 4 

合計 60 9 67 37 8 45 
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②民間団体や集落・地区との連携 

公益社団法人新潟県宅地建物取引業協会や、集落等と連携し、空家情報の収集・

共有、及び空家の売買・賃貸の促進に努めます。 

特に、人口減少等により空家を数多く抱える中山間集落を主体として、空家の利

用に向けた調整を行います。 

また、市街地の中でも比較的に空家が多い地区については、その立地条件等も考

慮しながら適切な対応を実施します。 

③移住・定住の増に向けた空家の利用促進 

新型コロナウイルス感染症によって、社会生活に大きな変化が生まれ、様々な分

野で都市から地方へと注目が集まっています。今後増加が見込まれる地方への移住

希望者に対し、当市が有する豊かな自然や食、魅力的な観光資源などを情報提供す

るとともに、移住・定住支援制度の充実により、移住者の増加と空家の有効利用の

促進を図ります。 

 

３ 管理不適切への対応  

 管理不適切な空家等への対応は、個々の案件を正確に把握し、問題解消に必要となる

支援を段階的に実施します。 

 

（１）冬期管理への対応 

冬期間は、空家等の管理を適切に行わないと、積雪による倒壊で周辺に被害を及ぼ

す恐れがあります。 

市では、被害を未然に防ぐために次の取組を行います。 

①冬期間の空家の状況把握 

降雪の状況により、市は適宜にパトロールを行います。また、市民等から空家の

除雪に関する相談や苦情が寄せられた場合は、速やかに状況の確認を行います。 

②除雪の働きかけと情報共有 

空家の除雪が不十分なことにより、周辺に被害を及ぼす恐れがある場合は、所有

者等へ適切な管理を行うよう働きかけます。また、庁内関係部局や新潟県、警察、

消防等との情報共有を図ります。 

 

（２）民法の特例による財産管理制度の活用 

民法では、所有者等が不明である場合など、一定の条件を満たす場合に、利害関係

人等の請求により裁判所が選任した管理人に、財産又は土地若しくは建物の管理や処

分を行わせる「財産管理制度」が定められています。具体的には、不在者財産管理制

度、相続財産清算制度、所有者不明建物管理制度、管理不全土地管理制度、管理不全

建物管理制度があります。このことについて、市町村長は、法第14条各項の規定に基

づき、民法の特例として利害関係の証明を行うことなく、空家等の適切な管理のため

特に必要があると認めるときは、管理人の選任について、家庭裁判所又は地方裁判所
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に申し立てることができます。 

ただし、予納金が必要となる場合があるほか、裁判所が管理人を選任するまで時間

を要するため、緊急安全措置や代執行と比較検討して判断します。 

 

（３）条例に基づく緊急安全措置 

管理不適切な空家等により、多くの市民等の危険を緊急的に回避する必要があると

認められる場合には、条例の規定に基づき外壁や屋根材等の撤去、屋根雪の除雪等と

いった緊急安全措置を実施します。 

 

（４）法に基づく管理不全空家等の認定と措置 

空家等の状態や所有者等の対応状況によって、法に基づく指導、勧告を実施

し、所有者等に空家等の状態改善を促します。 

①管理不全空家等の認定 

管理不全空家等の定義について、法では「適切な管理が行われていないこ

とによりそのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれがあ

る状態にある」と認められる空家等と定められています。 

管理不全空家等の認定にあたっては、「管理不全空家等及び特定空家等に

対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」

（以下「ガイドライン」という。）を参考としながら、空家等の状態だけで

なく、周囲への影響や、適切管理依頼に対する対応状況等も含めて判断しま

す。 

②管理不全空家等に対する措置 

認定した管理不全空家等に対して、法では段階を追って「指導」、「勧告」の措置

をとることができると規定されています。 

これらの措置を講ずるか否かについて、ガイドラインには「地域の実情を反映し

つつ、適宜固有の判断基準を定めること等により管理不全空家等及び特定空家等に

対応することが適当である」と示されています。 

本市が、ガイドラインで示された観点を十分に踏まえつつ、空家等を管理不全空

家等と認める場合は、所有者等に認定したことを通知するとともに、特定空家等に

ならないために必要な措置を速やかに実施するよう指導を行います。 

指導でも改善されない場合は、勧告を行います。なお、勧告の実施については、

事前に関係部局等との相談・協議を実施します。 

 

（５）法に基づく特定空家等の認定と措置 

法に基づく助言・指導から最終的な代執行による建物除却等の段階的な措置の実施

にあたっては、判断基準及び運用手順を整備し、優先度や立地条件等を考慮しながら

個々が及ぼす悪影響の解消を図っていきます。 

 



- 18 - 

 

①特定空家等の認定 

特定空家等の定義について、法では「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危

険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な

管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生

活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる

空家等」と定められています。 

特定空家等の認定にあたっては、この定義に基づき判定することになります。 

管理不適切な空家等や管理不全空家等を特定空家等と認めるかの判断について

は、「十日町市特定空家等認定基準」を用いて、現地調査を行います。（参照：資料

編） 

この調査結果を判断材料として、危険の切迫性や悪影響の程度等を考慮するとと

もに、必要により、有識者など第三者で構成する「十日町市空家等対策協議会（以

下「協議会」という。）」に意見照会を行い、認定することとします。 

②特定空家等に対する措置 

 ◇所有者等を確知できる場合 

認定した特定空家等に対して、法では段階を追って「助言又は指導」、「勧告」、

「命令」、「代執行」の措置をとることができると規定されています。 

これらの措置を講ずるか否かについて、管理不全空家等と同様、ガイドラインに

「地域の実情を反映しつつ、適宜固有の判断基準を定めること等により管理不全空

家等及び特定空家等に対応することが適当である」と示されています。 

本市が、ガイドラインで示された観点を十分に踏まえつつ、空家等を特定空家等

と認める場合は、所有者等に認定したことを通知するとともに、市民の生命、身体

及び財産を守り、周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置を速やかに実施す

るよう助言又は指導を行います。 

助言又は指導でも改善されない場合は、勧告を行います。なお、勧告の実施につ

いては、事前に関係部局等との相談・協議を実施します。 

以上の行政指導によっても、状態が改善されない場合は、次の段階として、行政

処分（命令、行政代執行）を実施することを検討します。その際には、行政代執行

の費用回収が難しいこと、行政が直接に対応することで、モラルハザードを起こす

危険性があることなどを十分に考慮し、判断を行います。 

なお、災害その他非常の場合においては、緊急代執行※の実施を検討します。 

 

※ 「緊急代執行」 災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく

危険な状態にある等緊急に必要な措置をとる必要があると認めるときで、法第22

条第３項から８項までの規定により当該措置をとることを命令するいとまがな

いときに、これらの規定にかかわらず、所有者等の負担において行う代執行 
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図表８ 特定空家等に対する措置フロー図（その１） 

＜行政代執行＝所有者等を確知できる場合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫ 管理不全土地管理制度・管理不全建物管理制度の活用も検討する。 

⚫ 空家等の状態によっては、管理不全空家等への認定・各措置を経ず特定空家等に認定する場合

もある。 

 

 

空家等（法第２条第 1項） 

特定空家等（法第２条第２項） 

現地調査 

所有者等の調査 

適切管理依頼 ・ 注意喚起 

地域から情報提供等のあった空家等に対し、状況確認
のための現地確認 

現地調査の結果、空家等であることを確認した場合は、
登記、戸籍、住民票、固定資産税情報等で所有者等を
調査 

所有者等に対し、空家等状況連絡や管理・利活用情報
の提供、注意喚起を実施 

緊急性により緊急安全措置を検討 

勧 告（法第 22条第２項） 

助言又は指導により改善の措置がされない時は、空
家等の適切な管理や周辺の生活環境の保全に必要
な措置を勧告  
➡固定資産税等の住宅用地特例※１対象から除外 

命令等（法第 22条第３項～第８項） 
勧告措置をとらず、特に必要がある時は、必要な措
置を命令（事前に意見聴取の機会を設ける） 
➡違反したものは 50 万円以下の過料 

行政代執行（法第 22条第９項） 命令措置を（十分に）履行しない時 
➡行政代執行の費用は所有者等から徴収 

管理不全空家等（法第 13条第 1項） 

勧 告（法第 13条第２項） 
特定空家等になることを防止するために必要な措置
を勧告 
➡固定資産税等の住宅用地特例※1 対象から除外 
 

緊急代執行 （法第 22条第 11項） 

災害その他非常の場合において、命令等の措置を省略して行う代執行  
➡行政代執行同様、費用は所有者等から徴収 

緊急性により緊急安全措置を検討 

管理不全空家等と認めるときは所有者等へ通知 管理不全空家等の認定通知（条例第７条） 

指 導（法第 13条第１項） 
特定空家等になることを防止するために必要な措置
を指導 
 

特定空家等の認定通知（条例第７条） 

助言又は指導（法第 22条第１項） 

十日町市特定空家等判断基準に基づき、特定空家
等と認めるときは所有者等へ通知 

特定空家等の所有者等に対し、空家等の適切な管
理や周辺の生活環境の保全に必要な措置を助言・
指導 
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※１ 固定資産税等の住宅用地の特例 

  小規模住宅用地 

（200㎡以下） 

一般住宅用地 

（200㎡を超える部分） 

固定資産税の 

課税標準額 
1/6に減額 1/3に減額 

 

◇所有者等を確知できない場合 

現地調査を踏まえ、登記、戸籍、住民票、固定資産税情報等により所有者等の調

査を実施しても所有者等を確知できない場合は、緊急性を十分に考慮し、条例の規

定に基づく緊急安全措置や財産管理制度の活用を検討します。 

次に、当該特定空家等を除却する以外の手段がないと認められる場合は、法第22

条第10項による略式代執行の実施を検討します。 

略式代執行には、国庫補助を含め多額の公費が必要となるため、慎重な判断が求

められます。 

 

図表９ 特定空家等に対する措置フロー図（その２） 

＜略式代執行＝所有者等を確知できない場合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

特定空家等（法第２条第２項） 

所有者等の確知不可 

所有者等の調査 

不在者財産管理制度 

相続財産清算制度 

所有者不明建物管理制度 

現地調査の結果、空家等であることを確認した場合は、
登記、戸籍、住民票、固定資産税情報等で所有者等を
調査 

市町村長、利害関係人又は検察官（不在者財産管理
制度・相続財産清算制度のみ）が申立て 
制度活用には予納金等の費用が必要 

緊急性により緊急安全措置を検討 

略式代執行（法第 22条第 10項） 除却以外の手段がない場合多額の公費負担 
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１ 実施体制の整備  

（１）庁内体制及び各種団体等との連携 

 空家等対策の推進にあたっては、空家等対策の関係部局が連携して情報共有を図り

ながら、個別案件に応じた効果的・効率的な取組を実施することが重要です。 

 さらに、法務や建築、不動産をはじめ各種関係団体との連携を強化し、多様かつ専

門的な空家等の問題に取り組みながら事業の推進を図ってまいります。 

また、特定空家等を認定する時には、必要により協議会の意見を参考にするなど、

法や条例による手続きを慎重に進めます。 

 

（２）空家等対策協議会の設置及び役割 

  法第８条の規定に基づき、「十日町市空家等対策協議会」を設置し、空家等対策の推

進に必要と認められることを協議します。 

 

（３）空家等管理活用支援法人 

法第23条第１項に規定する「空家等管理活用支援法人」を指定しようとする際は、

あらかじめ「空家等管理活用支援法人の指定等の手引き」を参考に審査の基準を含む

事務取扱要綱等を定め、ホームページ等で公表し、広く募集します。 

 

２ 計画の検証と見直し  

 本計画を実効あるものとするため、計画に基づく各施策の進捗と効果を検証すると

ともに、その結果や社会経済情勢の変化等を踏まえ、計画を適宜見直すこととします。 

建設部 都市計画課 
空家等対策窓口、適切な管理、データ管理、管理不全空家等・特定

空家等認定、都市計画、住宅施策全般 ほか 

総務部 

企画政策課 空家利活用、空き家バンク、シェアハウス ほか 

税務課 固定資産税、固定資産税に関する住宅用地の特例解除 ほか 

産業観光部 農林課 空家・農地の利活用 ほか 

 第６章 空家等対策の推進体制 



 

 

 

  

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
十 日 町 市 空 家 等 対 策 計 画 

令和２年 11月 策定 ＜令和６年７月一部改定＞ 

 

十日町市都市計画課 

〒948-8501 新潟県十日町市千歳町３丁目３番地 

TEL：025-755-5216 / FAX：025-752-4635 

E-mail：t-toshi@city.tokamachi.lg.jp 

URL：http://www.city.tokamachi.lg.jp/ 
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